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藤井賢二 島根県竹島問題研究顧問 講演 
「竹島問題‐1950～60 年代の韓国政府の対応について」（2018 年 3月 20 日） 
（概要） 
 





































２ 竹島問題における韓国政府の対応とその問題点（1950 年代～1960 年代） 
(1)「ラスク書簡」と韓国政府 





して，同年 9 月 8 日に署名されたサンフランシスコ平和条約第 2 条で定められた日
本が放棄する領土は「済州島，巨文島及び鬱陵島を含む朝鮮」であり，竹島は日本
の領土として残された。 






















































－ 日本政府は，竹島領有の根拠を記した，1953 年 7 月 13 日付口上書（第１回）お




















に反論する内容の，1953年 9月 9日付口上書（第１回）および 1954年 9月 25日
付口上書（第２回）を作成したことがわかる。 



























































－ 上記(2)の日韓それぞれ２回ずつの口上書のやり取りの後，1954 年 9 月 25 日に
日本は，韓国に竹島問題を国際司法裁判所に付託することを口上書で提案し，韓国





















－ 日本は，上記のような 1950～60 年代の韓国政府の行為（サンフランシスコ平和
条約に反した李承晩ライン宣言，領有の根拠がなかったにもかかわらず竹島不法占
拠を強行，日本の平和的解決の提案拒否，事実とは異なる「竹島は日本の朝鮮半島
侵略の犠牲となった最初の領土」という主張の表明）について，韓国の責任を問う
発信を行っていく必要がある。 
 
３ 日本の竹島問題をめぐる研究の状況について 
（1） 外務省におられた川上健三氏や塚本孝東海大学教授が積み上げてこられた、
竹島問題に関する今までの巨大な研究成果の継承と深化は大きな課題である。 
（2） 2006年に下條正男拓殖大学教授を座長とする島根県竹島問題研究会が設立さ
れ，山﨑佳子氏，石橋智紀氏，そして杉原隆氏をはじめとして，非常に素晴らし
い個別の研究成果が出てきているところである。 
（3） 竹島問題について，後代に研究成果や資料を次代に伝え,さらに研究を深めて
いく仕組みを国家レベルで確立する必要がある。 
 
４ 竹島問題に関して日本国際問題研究所がなすべきこと 
（1） 竹島問題について，日本国際問題研究所が為すべきこととして 3つ提言した
い。 
（2） 第一に資料収集である。 
（3） 第二に研究の深化である。上記３でも述べたとおり，今までの研究成果を継
承し深化する研究者をぜひ育成してほしいと考えている。 
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（4） 第三に情報発信である。竹島問題については複雑な問題が多いので，何と
かわかりやすくして，英語で世界に向けて発信することが重要。また，普遍的な
価値観と結びつける必要がある。この観点から，上記１の野田総理（当時）の記
者会見において，韓国が力をもって竹島を一方的に不法占拠したことは，国際社
会の法と正義にかなうのかという問題であると明確に述べたことは重要であり，
これをさらに発信していく必要がある。さらに、良質なネット上の情報発信(た
とえば https://blogs.yahoo.co.jp/chaamieyなど)とどのように連携していくか
も課題である。 
 
※ 講演内容の詳細については、『島嶼研究ジャーナル』7巻 1･2号掲載の「竹島問
題に関する日韓両国政府の見解の交換について（上）・（下）」参照。 
 
（了） 
